
　社会資本総合整備計画 社会資本整備総合交付金             令和08年04月15日

計画の名称 粟島の居住環境・防災安全情報整備計画

計画の期間   令和０５年度 ～   令和０９年度 (5年間) 重点配分対象の該当

交付対象 粟島浦村

計画の目標 粟島離島振興計画の基本的方針「島民のつながりを守る」に基づき、移住者の居住環境を確保するための既存施設の改修を図ることにより、就業環境と居住環境の双方を向上させ、

特に次世代を担う若者層の本土への就職を機に流出してしまう状況の急激化を防ぎ、粟島への定住促進を図る。

また、防災安全情報の強靭化を図ることで、宅内端末だけでなく、個人のスマートフォンから防災安全情報を受信することができることと、災害時に備えた防災活動拠点と医療救護活動拠点、

防災地区拠点を災害に強い拠点に整備し、住民が安心安全に過ごせる地域づくりに努める。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 609  Ａ                 609  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R4.4 R6.4 R10.4

   1 移住人口の増

年間２名の移住者の確保 0人／年 2人／年 2人／年

住民登録表より確認

   2 全村民に防災・安全情報の伝達されること

全村民に防災・安全情報が伝達されること 180件 300件 500件

クラウド型防災・安全情報伝達システムの受信件数

   3 災害に、安心して避難できる拠点を作ること

災害に、安心して避難できる拠点を作ること 10人／箇所 20人／箇所 20人／箇所

避難所に避難した避難者の人数

   4 災害時に利用できる活動拠点を強化すること

災害時に利用できる活動拠点を強化すること 0箇所 1箇所 3箇所

地域防災計画に記載されている拠点の整備件数

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000751702



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R05 R06 R07 R08 R09 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

広域活性化事業 A11-001 定住促進 離島 粟島浦村 直接 粟島浦村 － － 定住促進住宅環境整備計

画

定住促進住宅建設（１棟８戸

）

粟島浦村  ■  ■  ■  ■  ■         210 －

A11-002 定住基盤 離島 粟島浦村 直接 粟島浦村 － － クラウド型防災・安全情

報伝達システム整備計画

クラウド型防災・安全情報伝

達システム（１基）、屋外子

局（７箇所）、Wi-Fiエリア

（２地区）

粟島浦村  ■  ■  ■  ■  ■         249 －

A11-003 定住基盤 離島 粟島浦村 直接 粟島浦村 － － 防災拠点強靭化計画 災害時における防災活動拠点

の強靭化【防災地区拠点（３

箇所）、避難拠点（１箇所）

、医療拠点（１箇所）】

粟島浦村  ■  ■  ■  ■         150 －

 小計         609

合計         609
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交付金の執行状況

        （単位：百万円）

R05 R06 R07

配分額 (a)                      56                      62                      98

計画別流用増△減額 (b)                       0                       0                       0

交付額 (c=a+b)                      56                      62                      98

前年度からの繰越額 (d)                       0                       0                      18

支払済額 (e)                      56                      44                      35

翌年度繰越額 (f)                       0                      18                      81

うち未契約繰越額(g)                       0                       0                      36

不用額 (h = c+d-e-f)                       0                       0                       0

未契約繰越率+不用率 (i = (g+h)/(c+d))％                       0                       0                   31.03

未契約繰越率+不用率が10％を超えている場

合その理由

国の補正予算成立から契約

までの時間が短かったため

。
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